予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　　項：総務管理費　　　目：広報費
	事業名: 広報紙発行費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　知事直轄　広報課　企画係　電話番号：058-272-1111（内2069）
　　　　　　　　　　E-mail：c11103@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　　60,000千円（前年度予算額：65,000千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	65,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	65,000

	要求額
	60,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	60,000

	決定額
	60,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	60,000


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

県行政に対する県民の理解と協力を得るためには、広報が不可欠である。生活に役立つ身近な県政情報を、広報紙や地デジ・データ放送、新聞紙面などを活用してタイムリーに発信する必要がある。

（２）事業内容
◆広報紙の発行（各世帯）
県政情報に加え、施設の利用案内、募集情報など、暮らしに役立つ身近な情報を紙媒体で各世帯に広く発信する。
◆点字版・音声版の発行（弱者対策）
視覚障がい者に県政に関する情報を提供する。希望者への送付に加えて公共施設（市町村図書館など）に配架し、利用に供する。
◆地デジ・データ放送による県政情報の提供（一般県民・事業者）
自宅のテレビからリモコンの簡単な操作で、いつでも、誰でも手軽に県政情報を入手できる。定期的に内容を更新し、鮮度の高い情報発信をする。
◆新聞等掲載による県政情報の発信（各世帯、事業者）
一般県民や事業者など、幅広く迅速に情報発信できる（発行までの準備期間が短く、掲載情報量も自由度が高い）
　　・広報紙(点字版・音声版含む)　48,243千円

　　・地デジ・データ放送　　　　　 9,978千円

　　・政策広報(新聞紙面等を活用)　 1,779千円

（３）類似事業の有無

　　無

３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	42
	消耗品費

	役務費
	16,654
	市町村広報紙刷り込み手数料等

	委託料
	43,304
	紙面データ制作、点字･音訳版制作･発行、地デジ･データ放送等

	合計
	60,000
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県民の情報入手手段の多様化に適切に対応した県広報を常に展開したい。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	広報紙到達率（広報紙発行部数/世帯数）
	－
	93.3％

（H24）
	90.5％

（H25）
	96.0%

（H26）
	100％

（H29）
	96.0%


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

広報紙での広報にとどまらず、地デジ・データ放送を活用し、県民に県政情報を広く広報した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

県民の情報入手手段が多様化していることから、紙媒体での広報にとどま　　　　　　

らず、地デジ・データ放送などの媒体を活用して広報手段の多様化を図っており、　

県民からも情報の入手手段として認知されている。

〔参考〕

○県の施策や事業についての情報の入手方法(出典：第36回県政世論調査)
　県広報紙(市町村の広報誌含む) 49.9％、テレビのニュース 45.1％、新聞　　

　44.4％、テレビの地デジ・データ放送 19.9％、フリーペーパー・フリー　

　マガジン17.4％、テレビの県政広報番組 12.8％、ラジオのニュース 
　9.6％、ポスター 7.1％、岐阜県庁ホームページ 4.1％、パンフレット 
　4.1％、ラジオの県政広報番組(AM) 3.6％、ラジオの県政広報番組(FM) 
　2.9％、県メールマガジン 0.7％、その他 2.3％


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県政のさまざまな情報を、その情報を必要とする県民に伝える必要があり、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	達成率は96.0％と90％を超えている。広報紙に加え、ホームページや地デジ・データ放送も活用し、県民に情報を発信しており、概ね効果を得られていると判断できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	広報紙では紙面や発行日の制約で伝えきれない情報を、地デジ・データ放送を活用し、効果的・効率的な広報に努めた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
的確な広報を進めるため、県民ニーズの把握に努める必要がある。

県民の情報入手手段が多様化していることから、県民の情報入手方法の状況把握に努める必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

引き続き、県民の情報入手手段の多様化に合わせた広報を行っていく。


